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平成 7 年 7 月 22 日，Y 株式会社が製造・販売した軽乗用自動車から漏出し
たガソリンに，ガスバーナーの種火が引火したことから火災（以下，「本件火災」）
が生じ，本件火災により A が焼死した。同年 9 月 10 日，A の母 X とその内縁
の夫 B は，建物に放火して A を殺害したとの現住建造物等放火及び殺人の被
疑事実で逮捕され，同月 30 日，現住建造物等放火，殺人の被疑事実で起訴され，
同年 10 月 13 日，詐欺未遂の被疑事実で追起訴された。第一審裁判所は，平成
11 年 5 月 18 日，X と B による現住建造物等放火，殺人及び詐欺未遂の各犯罪
事実を認定し，X に対し，無期懲役の判決を言い渡した。X より控訴したが，
平成 16 年 11 月 2 日に控訴棄却の判決が言い渡され，平成 18 年 12 月 11 日に
上告が棄却され，同月 22 日には異議の申立てが棄却されたことから，第一審
裁判所の上記判決が確定した。
平成 21 年 8 月 7 日，X は再審の請求をし，平成 24 年３月 7 日，再審開始の
決定がされた。平成 28 年 8 月 10 日，X に対する無罪判決が言い渡され，検察
官が控訴権を放棄したことにより，同判決は即日確定した。
平成 29 年 1 月 30 日，X は，A から相続した損害賠償請求権と X 固有の損
害賠償請求権に基づいて，Y に対して損害の賠償を求める訴えを提起した。こ
れに対して，Y は，民法第 724 条後段の期間の経過により，X の損害賠償請求
〔判例評釈〕
617
－196 （     ）－












ものと解するのが相当である（最高裁平成元年 12 月 21 日第一小法廷判決・民



















同法 724 条後段の効果を制限するのが相当である（最高裁平成 10 年 6 月 12 日
第二小法廷判決・民集 52 巻 4 号 1087 頁，最高裁平成 21 年 4 月 28 日第三小法
廷判決・民集 63 巻 4 号 853 頁参照）。」とし，本件において，その実体法の規
定が民法第 160 条であるとする。そして，「実体法上の根拠が存在するのは，
本訴請求権のうち，X が相続により取得した A に生じた損害の賠償請求権の
みであり，X 固有の損害に関する賠償請求権については，当該根拠は存在しな
い。したがって，X 固有の損害に関する賠償請求権については，民法 724 条後
段の効果を制限すべき実体法上の根拠を欠くというべきである。」。
本判決は，このような前提に立って，X が A から相続した損害賠償請求権
に関して次のように検討する。 































大である。他方，X が主張する Y の不法行為は多数の一般消費者が使用する
軽乗用自動車に関する安全性確保義務違反や情報提供義務違反であるものの過










－199 （     ）－
の時を起算点とした 20 年の期間制限を定める。その起算点が本件火災の発生
した平成 7年 7月 22 日であるとすると，本件訴え提起の時点（平成 29 年 1 月
30 日）において，起算点から 20 年の期間が経過している。しかし，同条後段
の期間満了の時点（平成 27 年 7 月 22 日）において，X が，相続欠格により，
権利行使が法的に不可能な状況にあった点は看過できない。X は，本件火災に
よる A の殺人等の容疑で逮捕され，殺人罪の有罪判決が平成 18 年 12 月 22 日
に確定していた。推定相続人が被相続人を故意に殺害することは，相続欠格事




の期間，A の相続人としての資格を失っていた。つまり，X は，民法第 724 条
後段の期間の満了の時点（平成 27 年 7 月 22 日）において，相続欠格故に，A
の損害賠償請求権を行使し得ない状況にあり，再審公判にて無罪が確定した時
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にあたる。X は，民法第 724 条後段の期間満了の時点（平成
27 年 7 月 22 日）において，相続欠格という法律上の障害が存在していたこと
に鑑み，右法律上の障害が消滅した時点（無罪が確定した時（平成 28 年 8 月

































2254 条乃至 2258 条）。そして，停止事由は限定列挙であるとされていた（フ
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列挙とする規定（フランス民法旧第 2251 条）の趣旨が，(α) 民法において停止
事由として明示されていない事実上の障害
4 4 4 4 4 4
について，本法諺に基づく時効の停
止を否定する
4 4 4 4
ことにとどまり，(β) 民法において停止事由として明示されてい
ない法律上の障害
4 4 4 4 4 4
について，本法諺に基づく時効の停止を許容している




























事実上の障害に基づく時効の停止を限定列挙とし（ボ草第 1430 条第 2 項，第
1466 条，旧民法証拠編第 93 条第 2 項，第 130 条），特定の場合（交通の断絶
や裁判事務の停止等）に限って事実上の障害に基づく時効の停止を認めている
（ボ草第 1472 条，旧民法証拠編第 136 条）。
もっとも，ボワソナードは，法律上の障害に対する本法諺の適用を制限して






























続特約（最判平 19・4・24 民集第 61 巻 3 号 1073 頁）や過払金充当合意（最判














いる。そして，わが国の判例は，時効の起算点（民法第 166 条第 1項）におい
て，法律上の障害に該当する事由を広く認めている。これは，ボワソナード草
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明示されていない法律上の障害

























間は，原則，20 年とされていた（原案第 168 条）。法典調査会の民法第 724 条
後段の元となった原案第 732 条ただし書きは，「第百六十八条ノ適用ヲ妨ケス」
として，不法行為による損害賠償請求権については，3 年の消滅時効だけでな
く（原案第 732 条本文），原案第 168 条の 20 年の消滅時効が適用されることを
定めたものであった。その後，原案第 732 条ただし書きは，不法行為の時を起
算点とした 20 年の消滅時効へと改められた 13。
このように，民法第 724 条後段は原則的な消滅時効の適用を確認するものに
すぎなかったが，帝国議会の段階において，債権の消滅時効が 10 年へと短縮
されてしまう 14。その後，民法第 724 条後段の 20 年の期間制限を除斥期間と
解する見解が台頭した 15。
このような学説の展開を受けて，［１］最判平元・12・21 民集 43 巻 12 号
2209 頁は，民法第 724 条後段の 20 年の期間が，被害者側の認識のいかんを問
わず一定の時の経過によって法律関係を確定させるため請求権の存続期間を画
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［２］最判平 10･6･12 民集 52 巻 4 号 1087 頁と［３］最判平 21･4･28 民集 63 巻
4 号 853 頁は，時効の停止の法意に照らして，民法第 724 条後段の除斥期間の
完成を否定している。
［２］最判平 10･6･12 民集 52 巻 4 号 1087 頁
昭和 27 年 10 月 20 日に国によって実施された予防接種を受けた後に，重篤
な副反応をひき起こし，重度の後遺障害を有するに至った X 等が，昭和 49 年











たなど特段の事情があるときは，民法第 158 条の法意に照らし，民法第 724 条
後段の効果が生じないとした。
［３］最判平 21･4･28 民集 63 巻 4 号 853 頁
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－207 （     ）－
Y が A を殺害した後，その死体を自宅の床下に隠匿し，殺害行為から 26 年
後に警察に自首したので，A の相続人 X が Y に対して損害賠償を求める訴え













































成 29 年 5 月 26 日，民法の一部を改正する法律（平成 29 年法律第 44 号）が成
立したことは看過できない。同法は，民法第 724 条後段を民法新第 724 条第 2
号へと改めるものであり，［１］で示された民法第 724 条後段の解釈を大きく
転換させるものである。
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時効期間についての規律である








法新第 166 条第 1項第 1号）。同法律附則第 10 条第 4項は，債権の発生時期を
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－209 （     ）－
基準として，民法新第 166 条第 1項第 1号が適用されるか否かを定める。すな
わち，新たな法律が施行される前に債権が生じている
4 4 4 4 4 4 4 4
場合，その債権に関する
期間は従前の例による（同法律附則第 10 条第 4 項）。しかし，同法律附則第
35 条は，同法律施行の際に，民法第 724 条後段の期間が経過していない
4 4 4
場合は，
不法行為に基づく損害賠償請求権については民法新 724 条第 2号が適用される
4 4 4 4 4
（すなわち，20 年の消滅時効にかかる）としている。民法新第 724 条第 2 号が
新たな消滅時効を創設するものではなく，民法第 724 条後段が消滅時効である

















































わが国の普通消滅時効は 20 年であり（民法第 167 条第 2項），民法第 724 条
後段の 20 年の時効は，普通消滅時効を確認するものにすぎない。普通消滅時













－211 （     ）－
は，民法第 724 条後段の消滅時効は，その障害がなくなるまで進行を開始しな
いと解すべきである。




不法行為時である平成 27 年 7 月 22 日から，X に対する無罪判決が言い渡され
た平成 28 年 8 月 10 日まで存続している。したがって，本件においては，民法
第 724 条後段の消滅時効の起算点は，法律上の障害が除去された平成 28 年 8

















とし，それが本件については民法第 160 条であるとしつつ，民法第 724 条後段
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災の発生した日から 20 年の期間が満了の時点（平成 27 年 7 月 22 日）におい
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－213 （     ）－
て存在しており，Xに対する無罪判決が言い渡された平成28年8月10日になっ












提出年月日：2018 年 12 月 18 日
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9　Philippe MALAURIE et Laurent AYNES, Droit civil, Les obligations, vol. 3, 11e éd., 
2001, no 154., pp 113 et s. いくつかの学説は，2008年の時効法改正以降も，本法諺が除斥期
間に妥当すると解している（Antoine HONTEBEYRIE, D. 2014. 247は，フランス民法新第
2234条は，本法諺を時効進行停止事由として立法化するに留まり，本法諺に取って代わる
ものではないという）。



















－215 （     ）－
24　拙稿「わが国における消滅時効の起算点・停止（三・完）」富大経済論集57巻2号171頁
（2011年）は，民法第724条後段につき，［２］のような事実上の障害が存在する場合につき，
20年の消滅時効の停止を認めるべきでないということを述べるものであって，本件のよう
な法律上の障害の存在する場合につき，20年の消滅時効の停止を否定するものではない。
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